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公的年金効果のマクロ経済的分析

　　一韓国における年金・高齢化の影響一

ペ　　　　　シュン　　　　ホ

表　　壊　暗

1．はじめに

　90年代に入って韓国経済の成長のテンポは遅くなりつつある。低成長期に向っ

ていく中で，韓国社会はいままで2次的な政策課題として見なして来た社会福

祉の整備へ目を向け始めてい乱本稿は，1988年に導入された韓国の国民年金

制度がもたらす経済的効果をマクロ的側面でアプローチし，国民経済への影響

を経時的に分析することで，効果的な年金・租税政策の実施のためのガイドラ

インを探っている。年金・租税政策の効果的運用への指針を提示する目的で，

ここではあり得るいくつかの外部ショックまたは政策変数のケースを想定し韓

国経済の長期ビジョンを描いている。このシナリオから年金・租税政策の効果

的な実施に指南になる政策方向が得られるだろう。

　この分野の研究として関一金（91），D㎝ton－Spencer（8ユ，84）がある。彼ら

の研究は以上の社会的二一ズから生まれたもので，間一金（91）は年金制度発

足後まもない韓国でパイオニア的な研究成果として上げられている。しかし，

この研究には分析期間中の「平均貯蓄性向一定」，「財政支出需要不変」の仮定

を取り入れるなど数カ所にずさんな分析方法が取られていて，研究結果の信頼

度が乏しいと受けとられかねない。本稿では彼らは使ったモデルを修正・拡張

し，租税と年金が同時に分析可能なモデルに改良する作業を試み，年金政策の

運営と租税政策を関連づけることを可能にした。具体的には，ユ988年に導入さ

れた韓国の国民年金制度がもたらすマクロ経済的効果を生産，資本スト1ック，

社会厚生，賃金，利子率，家計貯蓄率などの変数の経時的変化で計測している。

絶対的水準の計測に加え年金導入せずの仮想の経済または年金導入時の標準経

済との相対的比較も行っている。
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　分析結果をまとめて得られる主な政策的含意は次のようである。a．現状の

修正積立方式を堅持するとすれば，早期にそして段階的に保険料率を引き上げ，

2030年代の移行期における急激な保険料率の引き上げ負担を緩和する。b．掛

け金と給付の間の限界的リンケージを一層強化し，世代問移転を極力抑える一

現制度がもたらす富の世代間移転効果により，2070年代以降の消費世代に負の

遺産が重くのし掛かる。この負担を最小限にするために初期から掛け金と給付

問の限界的リンケージを強める。C．人口の高齢化が進む中で低出産が続く場

合，老人への医療福祉関連の支出増加また出産・育児関係のコストの一部補助

は余儀ない一老人と子供層へ10％，15％という財政支出増加を実験した結果，

案外にもマクロ経済への影響が少ないことが分かった。これは福祉財政関連の

支出増加による負の効果が積立年金導入による正の効果でかなり相殺されるこ

とを意味する。さらに，補助によって出産関連コストがやすくなり出産率が高

まると，負の効果がより弱まるが長期的には正の効果も期待できる。d．間接

税中心の韓国経済では，増える財政需要を賄う税収源として消費税率の引き上

げがもっとも効率的であり，次いで所得税，資本税の順である。勿論，これは

直間比率が間接税に偏重することによる再分配機能の低下という負の効果が無

視された場合である。直間比率は，1987年の39：61から高齢化がピークに達す

る2030年前後には30170に変わる。しかし，追加的歳出二一ズを所得税の増税

で賄うと直問比率は2015年前後で60：40になり直間比率が逆転する。また資本

課税によると同じ時期に59141の比率を見せる。高齢化が進む時の増一える歳出

二一ズをどの税を通じて賄うかという政策次第で，2000年代の韓国税制の根幹

が変化する可能性がある。e．急激な資本の蓄積と続く基金の取り崩しがもた

らす資本・実物市場への衝撃を緩和する何らかの措置が必要である。予定より

早い時期に賦課方式に似ている制度への移行または一層純粋な積立方式への制

度改革，公債発行，対外投資などを含む総合的対応が必要である。

　以下，皿で国民年金の将来のビジョンと韓国経済の分析視角を，皿では本稿

の分析方法をAuerbach－Kot1ikoff（87，89），また本稿の原型であるDent㎝一

Spencer（81，84）モデルとの差を中心に説明する。Wではモデルを説明し，

Vで分析結果，そしてWで結語と今後の研究課題を言己述する。
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11．韓国経済と国民年金＝分析視角，将来のビジョン

ユ．国民年金の将来ビジョン：基金・資本ストック・成長

　韓国が採択している修正積立方式の場合，保険料率と給付の間の限界的リン

ケージが強くない。給付額を決める公式に基づき実際に受け取る給付額は，長

年納め続け積み立ててきた保険料と直接的な関係を持たない。標準報酬月額の

大きさにより給付額が決まってくるが，これは勤労期間中の給料水準と割引率

の影響を受ける。全体からみればある程度の関連を持つが，限界的意味での関

連性は弱いといわざるを得ない。年金給付と納めた保険料現価の連係が強くな

ればなるほど，年金がもたらす貯蓄，労働供給などマクロバフォーマンスヘの

影響は弱くなる。

　他の先進国の過去の経験が示しているように，韓国でも国民年金制度の適用

範囲が拡大するに伴い，強制貯蓄された巨大資金が中長期資金市場に流れ込ん

でいる。この資金は二つの側面を持っている。融通・投資資金として多大な便

益をもたらす一方，初期の一定期間は消費支出を抑え過剰貯蓄を生み出し成長

を鈍くする恐れがある・つまりマクロ経済に対する年金の影響には，巨大な積

立金がもたらす金融サービス上の便益と年金財政の長期バランスといった金融

面の問題，家言十と企業の消費・貯蓄行動と関連して毎期の保険料率と給付水準

の適正な設定が持っ実物経済の面での影響が考えられる。後者の問題には給付

水準とインフレの連係，人口構造変化と保険料率・政府負担水準の設定などが

派生的に含まれる。年金がもたらす最も大きな効果は，マクロ経済の基礎にな

る経済主体の行動パターンを変えてしまうことである。その結果として集言十貯

蓄の減少，労働供給の減少が語られるが，まだ論争が続く中，国別の独特の事

情も加わり持続的に実証研究が行われている。Feユdstein（74）の問題提起か

ら本格的論議が始まった年金による貯蓄への負の効果，早期退職による労働供

給への負の効果というこの議論も，いまだ明確な結論に至っていないのが現状

である（ユ）。

　年金財政の展望にあたって，大勢の研究者は積立基金の取り崩しが行われた

後賦課方式への移行を予想している。巨大基金の取り崩しが始まり10，20年で

基金残高はゼロに近い水準まで落ちてしまう。多くの国々が発足初期の計画と

違って，早期に賦課方式に似た形の制度に移行せざるを得なかった理由を振り
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返ってみる必要がある。韓国の場合もこれらの理由が総合的に絡み合って，年

金財政展望が示す時期よりずっと早い時期に実質的な賦課方式へ移行すること

が起こるかも知れない。基金は溜まり始まったばかりで，いまからの年金財政

の運用と絡んで，以上のことを含むいくつかの代案を考慮にいれた入念な基金

運用が必要であろう。本稿では，これらの点に注意しづつ，どの時点で賦課方

式へ移行した方が社会厚生と資本蓄積・成長の両面からみて有利であるかを調

べるため二つの異なる移行時点の影響を比べている。

2．韓国経済を見る分析視角

　韓国と日本のように初期資本（物的，人的）の賦与状態が異なる国が，遠い

将来に同じレベルの所得水準に至れるかという問題は興味深い研究課題である。

この分野での議論を簡単にまとめよう。伝統的な新古典派のソローと類似派の

成長理論は，賦存資源が異なる国は異なる均斉状態（Steady　State）に至ると

主張する。Mankiwら（92）は途上国を含む広い国家標本を使って，新古典派

の主張を検討する実証分析を試みた。結果，最近発言力を強めてきたいわゆる

「内生的成長論」の「技術水準の差が国家問所得差の主な原因」という主張に

異議を提示す孔彼らは内生的成長論者が重んじる技術を除き，貯蓄と人口増

加率という観察しやすい二つの変数値の差で国家間所得差のかなりの部分が説

明されると主張する。しかし，伝統的なソローモデルは人的資本を含まないか

ら資本分配率，βの推言十値が通常の推計値とかなり離れ，大きな数値が得られ

る偏奇が起こる欠点がある。彼らは人的資本を含むモデルに拡張し先進国ほど

人的資本への分配率が高くなることを示している。

　韓国と日本の所得差をソローモデルの議論で説明すると，均斉状態を決定す

る実物資本ストック（または蓄積率），人口構造，人的資本ストック　（または

蓄積率）等の決定因子の差からその原因をさがすことが出来るだろう。Mankiw

らはソローモデルの解釈に誤解があることに注意を喚起している。つまりソロー

モデルがいっているのは，一人当たりの所得伸び率が出発点での所得水準と

（反比例の意味で）密接な関係にあり，いずれ貧国が富国に追い付くとするい

わゆるr収束（COnVergenCe）」論議より，国家間の均斉状態の所得水準が異な

ることを説明するものであると主張し，内生成長論者が主張するような収束議

論を否定する。収束があるとすれば，一国の所得が決定因子で調整された上，
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その国の均斉状態値に収束するといういわゆる「条件付き収束」が考えられる

と主張する。

　本稿ではMankiwらの立場に従い，韓国と日本が異なる均斉状態の所得水

準を持っていて，将来必ずしも同じ所得水準の経済に上がるとは限らないと仮

定する。本稿は定常値分析より移行過程分析に中心をおいている。人口構造が

安定し，また年金制度による衝撃も弱まるとする将来のシチュエーション設定

では，モデルの実験値が定常値に近い水準に迫る。人口と年金制度による擾乱

が収まるのは70，80年後であるから，120年の全分析期問中その後の40，50年

で経済はかなり安定水準を見せる。

111．分析方法・データ・初期値設定

1．分析アプローチ

　分析対象国が韓国という先発途上国であること，また分析期間の初・中期に

人口構造の変化が激しいこと，年金財政の動きをより緻密なアプローチで調べ

ようとする研究目的から見て，この分野の最先端であるAuerbach－Kotlikoff

（87，89）類の分析方法は合わない面がある。彼らは消費・貯蓄の意思決定を

価格と予算制約を決める諸変数値に対する完全予見を前提にした個人の最適化

行動から求めている（1〕。しかし，政府レベルでの目標貯蓄水準が長期問に渡っ

て比較的高水準で維持，管理されるという先発途上国独特の状況を考慮すると，

A－Kモデルを使っての韓国経済分析は不十分なところがある。

　ここでは所得の限界貯蓄性向が長期問に渡って比較的に高い水準を維持する

開発経済を想定している。そして保険料率と税率の変化に反応して変わるマク

ロ的消費・貯蓄メカニズムを採用する。長期に渡る貯蓄変化をマクロ的なアプ

ローチで予測する。基準年の貯蓄行動がしばらく安定的な動きを示顕して来た

という前提から出発し，衝撃が与えられた時の効果を経時的にアクセスして基

準経済のパフ才一マンスパス値と比較分析する。初期経済が衝撃にどう反応し

長期均斉状態に向かって行くかを調べる本稿の分析アプローチから見て，マク

ロ的消費・蓄財行動メカニズムはそれなりの説得力を持つ。この場合にも，

He11er（89）のように過去のデータと将来の予測値を利用したマクロの消費，

貯蓄関数を推計することも考えられるが，年金財政と税率の変化で基準経済が

描く移行過程を追跡する為には，モデルで決まる二つの内生変数，つまり税率
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と保険料率の変化に反応して決まる消費・貯蓄行動を採用した方が整合性の面

でまさる。

　本稿は，カナダを分析対象にし公的年金が持つマクロ経済的効果を調べた

Denton－Spencer（81）モデル（3〕を改良，拡張したものである。貯蓄行動と財

政支出需要の変化を内生化するための修正・改良である。

　Auerbach－Kot1ikoffら（89）の分析方法にならい，生命の不確実が存在す

る世界での非定常状態の現実経済を描くことで，始まったばかりの韓国年金制

度が持つマクロ経済的効果を中長期的に分析することが可能になる。A－K（89）

モデルが扱っ一た動学的な定常均衡値分析のアイデアを部分的に援用し，D－S

（81）の足りないところを埋めている。D－S（8ユ）は経済主体の意思決定にお

けるライフサイクル効果を十分考慮していないが，人口と年金部門の設定がか

なり精微である。またA－K（89）はA－K（87）が持っ出発点設定の不完全から

来る非現実性を克服するため，初期条件を現実値に近づけるなどの工夫を凝ら

している。A－K（87，89）との差異点は，a．全年齢別人口構造の変化が考慮

され貯蓄行動と財政支出需要の変化に影響を持つ。b．政府レベルでの目標貯

蓄水準が長期問に渡って維持，管理されるという先発途上国独特の高貯蓄水準

を考慮するため，各所得の限界貯蓄性向が長期間にかけ比較的高い水準を維持

する。高齢化進展と年金制度の定着で貯蓄性向は新進的に下向するω。

　Denton－Spencer（81）と異なる点は以下のようである〔与〕。a．D－S（81）の経

済は，分析の出発時点で既に10年間も年金制度が実施中で経済主体が制度に慣

れている上，一定年齢以上の全人口が年金のカバー範囲に入っている。経済は

安定的な成長バスに乗って，均斉成長に向けて進行中である。これに対し本稿

での韓国経済は，人口構造の変化が激しい非定常成長経済で，不十分な資本蓄

積のゆえ資本収益率が高い。年金は始まったばかりでカバー範囲が漸進的に広

が乱b．政府支出需要を内生化し，人口構造の変化により政府支出の水準が

決まる。高齢化が進展する中で，社会保障機能の充実化は政府による所得再分

配をもたらすが増える支出を賄うためどの税に頼るかによって社会厚生水準が

変わる。ここでは消費税率の調整による歳入調整を基本にするが，所得税率と

資本税率調整による場合も同時に調べる。c．厚生水準の指標としてC－D型社

会厚生関数の採択し，諸ケースにおける厚生水準を比較，GNP水準の変化と

共に政策効果の判断資料にする。d、民間部門の平均貯蓄性向が保険料率・税
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率と連結されているか，保険料率・税率が内生的に決まるから貯蓄率もモデル

の中で決まる。この方法は，A－K（89）の個人の効用最大化行動から求めた消

費貯蓄の意思決定とも区別されるし，He11er（89）の過去データからマクロの

貯蓄率を推定し将来の貯蓄率を予想する計量手法とも異なる方法である。本稿

では平均貯蓄性向が所得増加と保険料率の段階的引き上げに対応して傾向的に

減少する仕組みであるが，人口変化が収まり年金が実質的な賦課方式へと移行

すると貯蓄率は一定の水準で安定する。e．資本所得を労働所得と区別し異な

る貯蓄パターンを考慮する。D－S（8ユ）は年金基金の利子所得を除いた全ての

所得が同じ平均貯蓄性向を持つと仮定するが（己〕，本稿では年金利子以外の資

産所得を求め，労働所得のそれより高い平均貯蓄性向を仮定する。f．分析対

象を韓国に絞り，外生変数のデータと関連パラメータ値に現実値または関連推

定値を採用し現実との関連を深める。

　以上の分析方法から生産，資本ストック，賃金，利子率，家計貯蓄率，社会

厚生，国民負担率，総租税負担率，租税構造，税率，保険料率，年金基金，年

度別年金収支，年齢別給付水準等マクロ経済変数と租税，年金変数の動きを経

時的に計測す飢名実験別の定量的な結果から，予想される効果を経時的に追

跡するが得た結果は，経済パフォーマンスの絶対的大きさより基準経済の経時

的変化値に対する相対的意味を持つ。人口構造の変化と政府側の福祉・年金政

策の変化にともなう経済的波及効果も分析する。

2．初期条件と関連パラメータ値の設定

　1987年までの韓国経済を人口変化が激しい非定常経済と想定する。初期条件

として人口は1987年の構造，実物資本は国民総生産と労働力に相応する水準に

す乱この間の出生率の変化で年齢別人口構造にかなり差が出てい乱現在の

人口構造はW字を横にして両方に立てたような様子をしている。この人口から

高齢化は避けられない。

　1．出産率・死亡率：1985年で合計特殊出産率は1．71てあっナこ。。これをべ一

スに毎年調整し，長期推計人口（中位）を維持するようにする。死亡率は1989

年に経済企画院で発表された標準生命表のデータを基本に毎年調整し長期人口

推計値に相応する人口が得られるようにする。この過程で平均寿命の伸びが反

映される。新生児の男比sはO．519，最大寿命は80歳で分析期間中変わらない。
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たとえ，一時的なベビーブームの場合，最大人口が5120万人から5350万人に増

える。標準ケースに比べ総人口は最大8％，労働人口は9％，老人人口は11，5

％も増加する。また平均寿命が伸び死亡率が落ちると最大人口は5220万人に増

える。標準ケースに比べ総人口4％，労働人口2，5％，老人人口10％の増加で

ある。逆に出産率がもっと落ちる場合は最大人口が5020万人止まりで，標準ケー

スより総人口4％，労働人口4％，老人人口6％，減少の状況に変わる。人口

については以上の4つのケースをあり得るシナリオとして考慮する（図1－2か

ら図1－4参照）

　2．年齢・性別生産性加重値＝労働部発表の賃金調査をべ一スに，10人以上

事業体従業者の男女別，5歳年齢階級別賃金水準をもとに作成する。作成にお

いては20－24歳男子労働者を1．Oにしたプロフィールを作る。

　3．労働参加率・失業率＝経済活動人口年報（1987年）の数値を基に，年齢

別性別の数値を求める。基本的に期問中一定の水準を保ち構造上の変動は起こ

らないと仮定する。労働参加率は高齢期において弾力的に反応すると想定した。

　4．年金関連パラメータ1年金制度への加入年齢は18－59歳で，拠出率は1988

年からユ992年が3％，ユ993年からユ997年が6％，1998年以後は9％になってい

る。将来，年金基金が枯渇すると賦課方式への転換が予想されている。賦課方

式への移行時点の選択と絡む影響を調べるため，段階的に保険料率を引き上げ

るケースを考える。年金基金残高がその年の給付水準に比べ12倍以下12％，8

倍以下15％，4倍以下18％，2倍以下21％と段階的に保険料率を引き上げ，年

金基金の枯渇とともに拠出金の負担が一気に膨らまないように調整する。年金

基金ののカバー範囲の拡大は1988年から1992年までは10人以上事業場，1993年

から1997年までは5人以上事業場，1998年からは全国民が年金のカバー範囲に

入って来る（図2－1）。2008年から完全老齢年金受給者が出始まるがこの時，

60歳以上の年齢集団中一定比率だけが年金を受給する。その後この比率が増加

し続け，やがて全老齢人口が受給者になる。給付水準は退職時の給料の4割相

当額を生涯支給し続けることが目標になっている。

　5．資本分配率＝通常のC－D型集計生産関数の推言十結果から得られる資本の

弾力値O．4を使う。資本蓄積度がまだ低い韓国経済では，資本への所得分配が

高い水準を見せる。ここで資本というのは実物資本だけを指す。雇用され労働

所得として受ける所得も大きいが，法人所得と利子・配当所得，自営業所得の
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資本所得もかなりの金額である。

　6．技術進歩卒：毎年，均一の2％を想定している。ここでは1abor－augum

enti㎎の性質を持っHarrod　neutra！な技術進歩を考慮する。人的資本の充実

を以上のように外生的に扱う。

　7．減価償却率1初期値は8％であるが時間が経つにっれ，段々減少し続き

最終的に2．5％の水準で留まる。資本蓄積度によって値に差が出るが，傾向的

に資本蓄積度が低い時期と成熟過程においては比較的に高値になる。一旦，成

熟期に至るとその値が少しずつ減少に回るが，GNP対比の水準は長期間で大

体一定の水準の幅を持って変動していることが分かる。

　8．税率：政府支出需要は高齢化など人口構造の変化で変わり，これを賄う

ために消費税等の税率が変わる。基本モデルでは消費税だけが変わり，他の二

つの所得税と資本税は変わらない。このように政府支出需要を内生化すること

で，人口構造の変化が及ぼす効果を保険料率変化と税率変化の二つの面でカバー

する事が出来る。税率の初期値は1987年現在の直間比率などを反映するように

設定した。所得税には勤労所得税，資本税には法人税，相続税，利子・配当所

得税が，消費税には付加価値税，特別消費税，関税，専売益金，地方税の消費

税相当分が含まれる。1987年の総租税負担率はGNP対比17．8％，租税構造は

所得税21．4％，資本税17．5％，消費税61，1％の構造を持つ。本モデルでは所得

税率6％，資本税率12％，消費税率20％がこれに相当する。

　9．政府支出需要：若者世代，長年世代，老年世代の異なる支出需要を仮定

する。労働世代の長年世代への支出額を1．0とすると，若者世代は1．5，老年世

代は2．Oの支出需要を持っと設定する。これは若者世代には義務教育を含め教

育・養育費がかかるし，老年世代には社会保障関連の移転支出が必要であるか

らである。統言十を見ると，いまからこの世代間の支出需要の差が広がる兆しを

見せている。1985年度の中央政府の歳出額をもとに世代別支出額（1人当り）

をみると若者世代が443590won，長年世代が339850won，老年世代が596630

wonになり，長年世代への支出を1とすると若者世代が1．3，老人世代が1．8に

なる。勿論，この数字は固定されているわけではなく毎年変わる。分析の出発

点である1987年以降，予算の中で経済事業の割合が急激に下がる一方，社会保

障・福祉・保健と教育関連予算の割合が大きく伸びていることから（7〕，分析

期問中の基準値として1985年の値を上向させる必要がある。期間中の出産と養
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音への政府支援の増加と教育の充実化，老人医療や社会福祉サービスの改善等

を見込み，また分析の簡単化のため長年世代1．0に対し，若者世代1．5，老人世

代2．Oの値を採択した（担〕。

　10．初期資本：総貯蓄率と減価償却額／GNP，資本ストック／GNPの変数

値が1987年の値と合うように設定した。

　11．平均貯蓄性向：時間が経つにっれ所得と資産が増加すると，平均貯蓄性

向が傾向的に減少するように設定される。初期値は給付ゼロ，労働所得O．18，

資本所得O．21，掛け金O．18，歳入O．05と想定した。修正積立方式であるから積

立金が個入の代替貯蓄として見なされ，制度導入前に比べ家計の平均貯蓄性向

が下がる。制度の成熟と共に保険料を自分の個人貯蓄として見なす度合いが高

くなり，貯蓄性向はより低い水準を見せる。高齢社会においては保険料率と税

率に反応して貯蓄性向が決まる。制度発足後間もない時期と人口増加が続く時

に引退する世代は制度から利を受けるし，労働世代の平均貯蓄性向はまだ高い。

しかし，制度の成熟期，人口増加の停止または減少期に引退する世代は必ずし

も利を受けるとは限らない。この期の労働世代の貯蓄性向は低い水準で安定す

る。人口構造，保険料率，税率の変動に伴い平均貯蓄性向が変わる仕組みになっ

ていて，ライフサイクル効果が反映されている。分析期問中一定の値を想定し

たDenton－Spencer（81）の研究と区別される。

　12、社会厚生ウェート1マクロ消費支出は民間消費と政府消費に構成される

がこれらの数値を利用しC－D型社会厚生関数を設定する。民間消費の社会厚生

ウェート（弾力値）としてO．7を与える。これは政府予算が国民所得の中で占

める割合から逆に求めた値である。社会が公共部門にその資源の使用権を与え

る政府予算が国民所得の約3割である。その全額が所得移転と公共サービスの

提供に使われたとする。また民間消費と公共財」単位当たりの効用は同じであ

るとし，社会は公共財供給から全体効用の3割を得ていると仮定する。

lV．モデル

　以下のモデルは人口，労働，雇用，一般経済，政府の4つの部門になってい

る。人口ブロックを導入することで，予想される人口構造の変化とそれに伴う

政府支出需要及び税率・保険料率の変化を明示的に，なお整合的に扱うことが

出来る。
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1．人口部門

　　　　　50（1）・・一Σ（f］一 n1村t・N2］一デ十N2］t）

　　　　　j’15

　　　fj、＞O〔j－1日、珊〕　　fj、＝O（j．1一，j。副〕

　　　　　　s　　　　　　　　　　1
（2）　B1†＝　　　B．　　　B。。＝　　　　Bt
　　　　　ユ十s　　　　　　　　1＋s

（3）　Nij。＝（1－dij†）Nユjt－1（…三1，呈j－o，畠。〕

（4）　Ni。。＝（1－dj．t）Bi†　（i，1，。〕

　　　　　　2　　80
（5）N止一ΣΣNij、＝N。、十N、七十N。十

　　　　　i＝2j＝0

　　　　　　2　　　ユ4　　　　　　　　　　　　　　　2　　　59　　　　　　　　　　　　　　　2　　　80

　　　N。止＝ΣΣN，j，N、、一ΣΣNijt　N。、＝ΣΣNij†
　　　　　｛＝2j1O　　　　　　　1＝2j＝15　　　　　　i：2j＝60

2．労働・雇用部門

（6）　Lij＋＝Pij†Nij．　　P川＞O〔j－／．リー1ヨ，制）

　　　15≦j≦朋　Pijt－c0NsT　　冊≦j≦　制　Pijt＝P（t，Twt，j，j〕

　　　T。。＝（！一τ1）w。十（1一τ。）B．t＋Rb．

　　　Rb。＝ετ／w†，　口≦ε≦／

　　　T．F（1一τ1（1一ε）　w。十（1山τミ）B、止

（7）　Eij＋＝Lijt（1－uij。）

　　　　　2　　64
（8）L、＝ΣΣLij，
　　　　　i＝2j＝15

　　　　　　2　　64
（9）E、＝ΣΣEijモ
　　　　　i：2j＝15
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3．一般経済部門（生産・分配，需給均衡）

（10）　Q。＝A・K。β　E∵一β

（11）　K。＝（1一δ）KH＋I＋一1

　　　　　　　　　　　　2　　80
（ユ2）El、＝（1＋ρ）・一1ΣΣkIjEij，

　　　　　　　　　　　i！2j＝15

（13）　wt＝（ユーβ）Qt／E†

（14）　w川＝（1一β）（Qt／E‡t）（1＋ρ）Hkij＝wtkij

（15）　r且t＝β・Q。／K。

（16）　rt＝β・Q†／K†一δ

　　　　　　2　　80
（17）Q、、＝ΣΣwij，E㍉j、十・tKt

　　　　　i＝2j＝15

（18）　Y。＝Q．t－T†

（19）W止＝Q，rTt－R。。一R。。

（20）　C．t＝Y。十B．t－C．t－S。。

（21）　C．t＝（1一γ。t）不十

（22）　Ct＝C．t＋C。十

（23）　R。。＝r＋K＋一R．t

（24）　R。止＝rtFd。

（25）　S旧、＝γ皿、W止十（γ。一ユ）B。、十（1一γ。。士）C．t＋γ皿。R。。十γ叩。R、。

（25－1）積立方式のケース

　　　　　γ・t■ατP＋
γ。。t＝　　　　　　　　　　　　　　　　　□≦α≦1
　　　　　　1一τ。t

γ。、t（Wt一τPtWt）十ατPtW土＝γo士Wt

年金導入後の労働者世代による貯蓄は，彼が合理的であるとすれば期待貯

蓄としての年金証書分を含め制度前の貯蓄水。準を維持するように決められ

る。



公的年金効果のマクロ経済的分析 ユ53

（25－2）修正積立方式のケース

　　　　　　　γw＋一κ（n＋ρ）i一ατPt
　　γWn士＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　O≦α≦1
　　　　　　　　　　　1一τ。。

　　γ川（W†一τPtW＋）十ατ口廿W廿十κ（n＋ρ）iWt＝γ珊tWt，Wt＋i＝（n＋ρ）iWt

　　労働世代による保険料納入後の貯蓄十保険料中期待貯蓄分十後世代からの

　　移転＝制度前貯蓄，結局，利己主義で合理的な労働者世代は，修正積立方

　　式の年金導入により貯蓄行動を変えるが，制度前貯蓄から自分が拠出する

　　保険料中の期待貯蓄分と世代間移転による後世代からの移転額を差し引い

　　た水準になる。

（26）　S．t＝γ。tGt

（27）　S†＝S。十十S宮七十δK。

（28）　It＝St

（29）Wf＝C。宅C。㌔1一θ〕

4．政府部門

　a．一般財政

（30）　G。＝C。。N。†十C．wNw。十C。。N。。

（31）Tt＝τ。tW皇十τ工tR七十τ。。Ct

（32）　下士＝G；

　b．年金財政

（33）　物価インデックス制

　　　　　　σW　t
B。、］t＝　　　　　　　｛、一ユ
　　　　　20　　j1
　　　　　Σ　nη士．正

　　　　j1＝O逆＝O

（34）賃金インデックス制

　　　B山j。＝σwt

　　　　　　2　　　君O
（35）B、、＝Σ　ΣB，i
　　　　　　i＝l　j：60

　　　　　　　　　　　　　W　t一正。1
　］一石O刷」1一」一〇〇〕　ηt一正＝

　　　　　　　　　　　　　　W　t＿’

一　N　i　j。
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（36）積立方式年金

　　　C．jjt＝τ。。wijt

　　　　　　　2　　　59
　　　C。、＝μΣ　ΣC。川。〕Eij．

　　　　　　i±1　j＝ユ邑

（37）修正積立方式年金

B。止

（38）

τP　t＝

　　　　　2
　　　　μΣ

　　　　　i＝1

　；9

Σwij，Eij，
j：1畠

　　　　　2　　　59
C、寸＝τ。、Σ　ΣwijtEjjt
　　　　　i：l　j＝ユ8

C．F　B。。

Fdt＝Fdt－／＋R。†十C。。一B。。

［変数定義］

A：生産関数パラメータ

B＝新生児数

B1＝男児

Bヨ：女児

B。：一人あたり年金給付額

C。：民間消費

C冨：政府消費

C：税を含まない消費

C。。：子供一人当たり消費

C。。：労働者一人当たり消費

C。。＝老入一人当たり消費

C、＝年金掛け金

d：死亡率

E：就業者数

Eヰ＝年齢別生産性加重就業者数

S。：民間貯蓄

S：総貯蓄

S：男女出生比率

丁＝総租税

丁。総所得（賃金十年金十リベート）

t：年度添字

u：失業率

U：消費者効用

W：賃金率

Wf社会厚生
W：税後労働所得（集計）

Wb税前労働所得（集言十）

Y：可処分所得

α：適応期待パラメタ

β：資本分配率
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f：出産率

F。＝年金基金

G：政府消費支出

王：総投資

i：性別添字（1：男　2：女）

j：年齢添字

K：資本ストック

k　i　j：年齢別性別生産性加重値

L＝経済活動人口

逆：余暇

N＝総人口

N、：子供人口

N。＝労働人口

N。：老人人口

n：人口増加率（≧1）

p＝労働参加率関数

Q：総生産

Q、：純生産

R＝資本収益率（1＋r）

R呂：年金収益率

Rb＝リベート

R・：年金基金運用収益

良。：一般の資本所得

Rb：税前資本所得

r宮：粗資本収益率

r：資本収益率

S。：政府貯蓄

：年齢階級の労働所得の平均貯蓄

性向

年金給付の平均貯蓄性向

掛け金の平均貯蓄性向

：年齢階級の年金実施後の労働所

　得の平均貯蓄性向

．一ﾊ資本所得の　々

＝年金基金収益の　々

政府予算の　々

相対自勺危険回避度（CRRA，

異時点間代替弾力性の逆数）

減価償却率

民間消費の社会厚生ウェート

技術進歩卒

代替率（rθp1acement　ratio）

年金カバー範囲パラメータ

次世代官からの移転割合

高齢労働者賃金減額率

在職者の年金給付減額率

＝保険料率

所得税率

資本税率

消費税率

リベート率

時間選好率

代替弾力性（同時点要素供給）

の逆数
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V．分析結果：年金・財政政策のシミュレーション

　本稿では韓国経済の長期的様子を描けるマクロの成長モデル分析を通じて，

マクロ経済の運営と絡んで意味を持つ主要変数値を予測した。モデルのパラメー

タ，外生変数値には現実値または関連推定値を使った。現実の年金導入経済を

仮想の年金導入せずの経済と比較し，1988年の国民年金導入の影響を調べるの

が第一の研究目的である。次は年金導入経済をべ一スに，経済主体の行動の変

化，人口構造の変化，技術進歩，年金制度の変更，政府の歳出・歳入構造の変

化がもたらすマクロパフォーマンスを予測，比較することである。

　追跡する変数は，総人口，労働人口，老年人口比率，一人当たりGNP，社

会厚生，家計貯蓄率，有効労働力当たり資本ストック，賃金率，資本収益率，

国民負担率，総租税負担率，租税構造，税率，保険料率，対GNP保険料・年

金基金残高・年金収支，80歳受給者の給付／新規裁定者の給付等である。

　実験期問は均斉状態成長パスまたはその近辺に至るまでの期問にした。本稿

では120年を取っているが，人口が90年目以降安定するとの設定から120年は分

析目的を充足する期間として見なせる。実験によっては均斉状態均衡が120年

まで行かなくて得られることもあり得る。初期資本が小さい韓国は成長率のテ

ンポも早く資本ストックの増加率も大きい。均斉状態に至るまでは長い分析期

問を必要にする（膏㌧特別に明示しない場合パラメータと外生変数値は事前に

決めた数値を使う。以下で主な分析結果をまとめるが具体的な数値は関係表と

図を参考してほしい。

　韓国の年金プランは，常時ユO人以上の勤労者を抱える事業場を対象にする積

立方式の年金である。実施範囲は漸進的に広げられ11年目の1998年からは全国

民がカバー範囲に入る。また，こ一の時期まで他の3つの共済年金をも入れた統

合された年金制度に整備していくことが計画されている。本稿では，この長期

計画が予想通り実施された場合に付いてのシミュレーション分析を行う。

　長期的なマクロ経済パフォーマンスに最も大きな影響を及ぼすのが人口構造

である。入口の高齢化が進む中で韓国の入口は2030年前後で最も多い5ユOO万人

台に上がり，高齢化のピークが2040年前後になると予想される。これは統計庁

が推計した長期人口の中位推計数を採択したものである。人口推計が行われて

いない2050年以降，持続的な経済成長を考慮するため長期入口が4700万人前後
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で維持されるシナリオを基本的ケースとして採択する。

　年金導入はまず平均貯蓄性向を変える。貯蓄性向の変動は主に保険料率と税

率の変化の影響による。年金制度が導入されると家計貯蓄率は落ちるが，積み

立て分を含む国民貯蓄率はしばらく上がる。年金基が蓄積されて資本ストック

を増やす結果，本格的給付が始まる2008年までは個人消費が抑えられるが，そ

の後の世代は老人世帯を中心に消費水準年増え，社会全体の消費水準はかなり

増える。

　1987年の韓国経済に年金が導入されず，人口構造だけが変化して来たケース

を標準ケースと比較してみよう。この結果は［表1］［表3コ［図5－1］にま

とめられているが，導入後24年目（2011年）までは年金導入が無かった場合よ

り標準ケースがより低い社会的厚生〔m〕を持つ。しかし，その後約65年間は標

準ケースがより高い社会的厚生を示顕する。年金導入で受益する世代は，2010

年代初から2070年代半ばまでに主な消費生活を行う世代で，その他の世代はむ

しろこの制度によって私的・公的消費水準が減ってしまう。比較対象の経済が

高い貯蓄水準を維持し続けるかなり丈夫な経済（表3の経済）であるにも拘ら

ず，初期の厚生減少が5％水準で，高齢化の負担が最も掛かる2030－40年代に

10％以上の社会厚生の増加をもたらすことにはかなりの評価が与えられる。

　［表1コの標準経済は1998年以降もずっと9％の保険料率を維持するがこう

なると［図2－2コが示す通り，44年目（2031年）には賦課方式に移るに伴い

大幅な保険料率の引き上げが必要になる。しかし，このシナリオが非現実的で

あるので段階的に保険料率を引き上げていくケースを考える。［図2－2］のよ

うに家言十負担を考えながら保険料率の引き上げを早期に，そして段階的に実施

した方がより長くまた大きい（2－5％ほど）社会厚生水準をもたらす。こう

なるのは人口の高齢化がもっとも大きな原因で，人口が増加方向に転じるか技

術進歩が予想より早く進めば，必ずしも一部の世代だけが得するとは限らない。

　［表4］は子供や老人の養育・養老等社会福祉関係の政府支出を増やした場

合の経済の動きをまとめたもので，ユ4歳以下の子供層への支出を約15％，60歳

以上の老人世代への政府支出を10％増加したケースであ孔この結果を［表1］

と比べると，産出などマクロ変数が大きな影響は受けないか微々な負の効果を

表す。（図5－6）。これは福祉支出の増加が老人世代の労働供給に負の影響を

及ぼさないという仮定が効いていることかも知れない。このことを考慮すると
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しても，出る結果から見てマクロ経済のパフォーマンスがそれほど落ちないこ

とを暗に示している。また，本稿で計測しなカ子った再分配面での正の効果を考

えると，負の効果は無視できる水準になるかも知れない。

　本稿の標準経済ケースでは高齢化進展期の主な税収源として消費税が考慮さ

れている。これは韓国の税制が間接税中心税制であるからで，次の［表5コ

［表6］は税収調整の手段が消費税に代わって，所得税と資本税である場合の

経済の動きを示している。［図5－4コ［図5－5］から，消費税が厚生面で優位

な税制であることが分かる。所得税は資本税より長期においてより優越である。

図の中で大きな変化を見せる時期は保険料率または税率が変わる時点である。

韓国で今の間接税中心の税制を見直し，直問比率を変えようとする動きはそれ

ほど強くないから，高齢化が進展する時または高齢社会における主な税収源と

して消費税に頼る政策は効率性と政治の両面で受け入れそうである。残る再分

配の課題は財政支出を通じて改善を試みることが考えられる。直問比率は1987

年の39：6！から高齢化がピークに達する2030年前後には30：70に変わる（表1）。

たとえ，追加的歳出二一ズを所得税の増税で賄うと直問比率は2015年前後で601

40になり直問比率が逆転する（表5）。資本課税によると同じ時期に59141の

比率になる（表6）・高齢化が進む時の増える歳出二一ズをどの税を通じて賄

うかという政策次第で，2000年代の韓国税制の根幹が変化する可能性がある。

　ハロッド中立的な技術進歩率が年率2％から3％へ引き上げられた場合（表

7），全ての変数値が良い方向に進み，国民負担率と租税負担率も下がる。人

的資本と知的資本がいまからどれほどのスピードで積っていくか，未知数であ

るが新しい技術が次々と開発され，労働者の知的好奇心が高まる韓国の経済社

会であれば，このシナリオが当たるかも知れない。

　年金導入の負の効果がもっとも大きなケースが［表8］の最大貯蓄減少の場

合であ孔αが1．0で保険料全額が貯蓄から取られる。［図5一コ　［図5－2］

が示す通り，社会厚生の水準は年金導入なしの実験3に比べ2023年までは高い

がそれほど効果は大きくない。しかし，2011年までは負の効果がほぼ無く2028

年までは最大7％の高い厚生をもたらす。2029年から負に転じ，その後しばら

く一5％前後の厚生損失をもたらすが長期にはもっと大きな厚生損失につなが

る。実験ユに比べ2006年まで最大8％の厚生増加をもたらすが，その後10％を

上回る大きな厚生損失を引き起こす。GNPも大きく低下し，導入後20年目で
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早くも10％以上の産出低下をもたらす。年金導入で消費者の貯蓄行動がどう変

わるかの予測は難しいが，賢い消費者が保険料全額を貯蓄として見なし，残り

の可処分所得で追加的な貯蓄を決める例がこのケースである。あり得る最悪の

シナリオだから現実性は弱いとしても，年金効果への楽観的な期待を帳消しす

る可能性を指摘する点で無視できないシナリオである。

Vl．結語と今後の研究課題

　本稿の分析方法を完全予見の冬期間O　L　Gモデルで扱っているミクローマク

ロのリンケージタイプの解き方と関連づけるのが次のステップとして考えられ

る。人口構造の変化をより現実的に取扱いながら，消費貯蓄決定メカニズムに

ミクロの基礎を保っ分析に発展させる作業である。本稿で使った現実のデータ

と行動方程式を冬期問OL　Gモデル分析に組み込み，一貫性を保っ分析に仕上

げるかが課題である。筆者の経験からすると得られる結論は方向性では一致し

ても，変化量の差は無視出来ない。これはデータやパラメータ値の扱い方と毎

期の消費貯蓄決定・資本貯蓄のメカニズムの差が響き，長期問に内生的に決まっ

ていく過程で余儀なく生じるものと考えられる。どちらを選ぶかは，分析対象

国がマクロ変数を内生的に決めていく条件がどれほど整っているかによる。

　Denton－Spencer（83，84）は，こういう面で本分析と冬期間OLGモデル分

析との接合点を探るのに有益な示唆点を与えてくれる。彼らは年金に対する考

慮なしに人口構造変化だけに注目し，始めの均斉状態成長（steady　state　gro

wth）経済から出発し，高齢化が進んでやがては定常状態（stationary　state）

に入る経済を分析対象にしている。この移行経路におけるミクロレベルでの計

画消費，余暇，出産水準とマクロパフォーマンスの変化ぶりを描いている。彼

らは生涯の時間配分を分析に入れ出産の機会費用を考慮している（’ユ）。

　経済の発展水準に照して導入時期が遅れた効果はどう評価されるだろうか。

今の老人世代への社会福祉提供を犠牲にした導入すらし政策の結果，高齢化進

展による負担のかなりの部分を民間部門に吸収させることが出来た。また，資

本ストックが十分蓄積されていなかった1974年に年金制度が導入された場合，

80年代の成長率が実際値より上がる可能性がある。90年代以降の成長潜在力も

増えることが考えられる。本稿は，年金財政の取り崩しが高齢化のピーク時よ

り10年前後遅れて起こると推測するから，年金導入を当初予想より14年もずら
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したことが，高齢化のピーク時の政府財政の負担を相当軽くしてくれると予想

される。制度の運用如何によっては年金基金の取り崩しをずらせることも可能

であろう。早期の賦課方式への移行が政府財政と後世代の負担を増やす結果を

もたらす可能性も大きい。勿論，年金が持っ世代内の所得再分配効果を考える

場合，年金導入時期のずらしの措置の評価は本稿の分析だけでは不十分でより

総合的な分析が必要であろう。
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〔注〕

（1）　Foldstein（74）以外にDanziger，Haveman　and　P1otnick（81）も

　　年金が貯蓄へ負の効果を持っと主張す乱彼らは20％前後の水準ではない

　　かと分析してい乱Aaron（82）はこの分野に対した一致した理論的，実

　　証的証拠は弱いと否定的であ乱Thompson（83）は年金と貯蓄の相互関

　　係を3つの段階で見つめられると指摘している。1）年金による貯蓄への

　　実質効果の如否の究明　2）負の効果と判断された場合，貯蓄率増加が望

　　ましいかの問題　3）貯蓄率増加が望ましいとすれば，年金制度の改革が

　　所期の成果を達成する効果的な手段であるのか，彼は，いまの賦課方式の

　　年金制度がアメリカの貯蓄と資本蓄積を損なったとしても，システムを変

　　え貯蓄率向上を期することが今の時点で必ずしも望ましい政策とは言えな

　　いと主張する。p．1443．

（2）　長期に渡る消費・貯蓄の意思決定をどのメカニズムで解くかが課題であ

　　る。世代重複ライフサイクル（O　L　G）モデルが採用している「完全予見」

　　の方法が一つの解答のように見なされている。これにより将来の財・要素

　　の期待価格変化と税率・保険料率の期待値変化に対応した生涯富の最適な

　　期間配分に関する一つの解が得られる。財と要素の価格変化に関する期待

　　形成プロセスと個人の最適化行動から得られる消費貯蓄決定メカニズムを，
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　　集計化作業を通じてマクロ変数の動きと関連させるミクロ・マクロのリン

　　ケージモデルである。

（3）　これ以外に人口構造の定常状態への接近を動学的にアプローチし，個人

　　の選好の変化がもたらす効果を移行過程における様子を中心に分析した

　　Denton－Spencor（83，84）がある。

（4）　人口構造変化，所得水準の向上，公・私的年金制度の充実等により限界

　　貯蓄性向が漸進的に下向し，最終的にはフローの貯蓄が技術進歩と労働入

　　口変化に伴う資本需要を満たすsf（k）＝（n＋g）kという関係を持ち，有効労

　　働力当たりの資本ストックが一定水準を維持する形の設定が均斉均衡値分

　　析にもっとも似合う仮定であろう。

（5）　閾一金（91）との差は以下の記述項目の2，3，4，5，7である。彼らは5

　　に対して「分析期間中一定の限界貯蓄性向」の仮定をいれているが，他の

　　項目に対しては何の考慮もせずに年金だけの分析に止まっている。

（6）　D－S（81）も動学的分析では時間が経つにより，限界性向という個人選

　　好パラメータの可変性を認め，高齢化進展などで人口構造が変わるとライ

　　フサイクル効果が働き，集計限界貯蓄性向が下がることを追加的に考慮し

　　てい乱彼らの研究は，生涯富の言十算時必要な要素価格の予想をどう処理

　　したらいいか，世代間移転をどう扱ったらいいか，という問題において不

　　十分な処理で終っている。将来の要素価格の予想はその後，合理的期待を

　　利用した完全予見の考え方で処理する方法が一つの有力手段になっ㍍

（7）　経済事業は1985年の21．9％から1990年には13．O％に減っている。社会保

　　障等はユ985年の6．5％から1990年の11．7％に，教育は16，6％から20．3％に伸

　　びている。期問中，公債利子は減り1985年の6．7％から1990年の4．0％になっ

　　ている。

（8）　地方政府からの支出も一緒に考えるとどうなるだろうか。韓国の場合，

　　地方政府の財政自立度がそれほど高くなく中央政府の財政支援への依存度

　　が高い。地方財政白立度は1990年度の全国平均が65．O％で，地方交付税と

　　国庫補助金への依存度が依然高い。また，義務教育を含む教育費のほとん

　　どは中央政府の負担になっているため，地方政府の支出による特定世代へ

　　の便益は社会福祉の分野程である。社会福祉費の全予算での割合は1985年

　　の12．9％から1990年の18．1％へと増加している。地方政府支出が老人世代

　　の支援に相対的比重をおいている点を中央政府支出と合わせて考慮すれば，

　　老人世代への支出が長年世代へのそれよりかなり大きいことは十分有り得

　　糺韓国開発研究院，『財政統書十資料集』1991，69－73，214－216．財務部，

　　r韓国の財政統書十」1986，pp．71－72．

（9）　Mankiw　N．G．，D．Romer　and　D．N．Weil（1992）pp．407－437．

（10）社会的厚生は国民の私的財消費と公共財消費の水準に加重値を付けて計っ

　　た数値である。

（11）Tan・i－Zee（93）も生涯に時間制約を考慮してい乱彼らは消費に掛か
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る時間の機会費用を考える場合，消費貯蓄の意思決定は若年期により時間

節約的な消費が，引退期に旅などの時間消費的な消費が集中すると指摘す

乱時間制約が効くと生涯の消費水準と消費構成が変わ私生涯の貯蓄行

動に影響を持つものとして，利子率以外に労働期の賃金水準やエネルギー

価格も重要であると指摘する。



［表1］実験1＝標準の物価インデックス制年金（韓国〕

変数＼年度
総人口

労働人口

老年一人口比率1

老年人口比率2

一人当りのGNP

社会厚生

家計貯蓄率

有効労働力当たり

賃金

利子率

国民負担率

総租税負担率

租税構造　所得税

　　　　　資本税

　　　　　消費税

消費税率

保険料率

対GN　P保険料比

対GN　P年金基金比

対GNP年金収支比

給付水準比80／60

％

％

％

K

0　　　　　　5　　　　　　ユO　　　　　15　　　　　20　　　　　25　　　　　30　　　　　40　　　　　50　　　　　60　　　　　70

（．単位＝o年（ユ蜥年）をユ。oとする指数，％）

TOO　　ユ10　　120

109．6　　　　　　　　　　産

11／．5

19，7

47．4

1688

2189

　6．8

766．呂

1640

　5，9

34．4

2ユ．6

17．5

工6，4

66，1

22，2

25，1

12．8

　7．1

　0
69，9

注：1）老年人口比率ユは（60歳以．ト人口／総人口），老年人口比率2は（OO歳以．．ヒ人口／労働人口），家計貯蓄率・国民負担率・総租税負担率は対GN　P比の値である。

　　2）実験5，6を除く余てのケースで，人口構造の変化から起こる政府支出需要の変化を消費税率の調整によって対応する。ただ，実験5では所得税率の変化で，．実

　　　　験6では資本税率の変化で財政需要の変化に対応する。



［表2］実験2＝保険料率の段階的弓1き．．トげ（韓国）

変数＼年度

一人当たりGN　P

社会厚生

家計貯蓄率

有効労働力当たり

賃金

利子率

国撲負担率

総租税負担率

租税構造　所得税

　　　　資本税

　　　　消費税

消費税率

保険料率

対GNP保険料比

対GN　P年金隷金比

対GNP年金収支比

給付水準比80／oo

注＝実験1の注参照

％

K

（単位＝O年（1987年）を100とする指数，％）

0　　　　　　5　　　　　　］O　　　　　工5　　　　　20　　　　　25　　　　　30　　　　　40　　　　　50　　　　　60　　　　　70　　　　　邑0　　　　　90　　　　100　　　　1ユ0　　　　120

167．石　217．ユ

エ75，7　　　22石．1

10，5　　16．6

ユ72．0　237．1

151．6　　190，7

12，3　　10，0

22，7　　　　24．8

王9，6　　20．2

ユ9，3　　18，7

15，6　　　　14，9

65．ユ　　60，4

25，9　　　　29．1

　6．0　　9．0

　3．1　　4．7

　6，6　　24．0

　3．0　　　5．2

　0　　　0

α
O■



①
①

［裏3］実験3：年金導人無し（韓1玉1） （単位：O年（1987年）を100とする指数，％）

変数＼年度

一人当たりGNP

社会厚生

家計貯蓄率　　　　　％

有効労働力当たり　　K

賃金

利子率

国民負担率

総租税負担率

租税構造　所得税

　　　　　資本税

　　　　　消費税

消費税率

0　　　　　　5　　　　　　工0　　　　　15　　　　　20　　　　　25　　　　　30　　　　　40　　　　　50　　　　　00　　　　　70　　　　　80　　　　　90　　　　100　　　　1ユ0　　　　120

100．O　　　131．5　　　165．8　　　206－3

100．O　工38．2　184．4　237，5

15，3　　　　15，3　　　　15，4　　　　15．4

100．0　131．3　167．1　207．3

100．0　123．6　ユ50．3　工品O．7

17，0　　　　14，5　　　　12，6　　　　11．3

ユ7，5　　　　18，6　　　　19，6　　　　20，3

21，4　　　　20，2　　　　19．2　　　　1呂．石

17，5　　　　16，4　　　　15，7　　　　15，3

61．1　03，4　65．ユ　66，1

ユ9，4　　　　21，7　　　　23，9　　　　25．3

248．0　　　295．5　　　345．0　　　450．5

297．ユ　3石2．昌　431．2　577，9

15．5　　　　ユ5，7　　　　15，8　　　　16．0

253．9　　　304．6　　　362．0　　　501．5

2ユ6．1　256．5　303－7　421．7

］O．3　　　　　9．3　　　　　8．6　　　　　7，4

21，2　　　　21，8　　　　22，4　　　　23，7

　」ト

ユ7、昌　　　　17，4　　　　16．9　　　　ユ6．O

ユ4，9　　14，8　　14．7　　ユ4，5

67，2　　　　67，8　　　　68，4　　　　69，5

27，0　　　　28，1　　　　29，3　　　　31．0

582．9　　　707．6　　　992．8

744．7　　　941．6　　　　117呂

ユ6，2　　16．1　　1石．0

657．8　　　792．1　　　912．5

573．7　　　752．8　　　970．8

　6．6　　5．7　　5，1

23，8　　　　22，9　　　　22．3

　　　　　　　　　1句

15，9　　　10－6　　　17，0

15，1　　15－3　　15，4

69，0　　　　68．ユ　　　　67，6

31，0　　　29．2　　　2呂．2

1257　　　　1599　　　　2004　　　　2497　　　3105

1402　　　　1833　　　2275　　　2825　　　3500

15，8　　　　15．8　　　　ユ5，7　　　　15，0　　　　15．0

1021　　1099　　ユ／76　　1239　　ユ295

1237　　　1553　　　　194石　　　　2422　　　3055

4．7　　　　4．4　　　　4．2　　　　4，0　　　　3，9

21，9　　　　21，6　　　　21，5　　　　2／．4　　　　2ユ．4

17．2　　　　ユ7，5　　　　17．6　　　　ユ7，7　　　　17，7

15．4　　　　丁5，4　　　　15．2　　　　ユ5，1　　　　14，9

67，4　　　　67，1　　　　67，2　　　　67，3　　　　67，4

27，8　　　　27，2　　　　27，2　　　　27，3　　　　27．4

津＝実験1の注参照



「表4］実験4：老人・若年層への高い政府支山（韓国）

　　変数＼年度

」人当たりGNP

社会厚生

家計貯蓄率

有効労働力当たり

賃金

利子率

国民負揖率

総稲税負桐率

租税構造　所得税

　　　　資本税

　　　　消費税

消費税率

保険料率

対GNP保険料比

対GN　P年金基金比

対GNP年金収支比

給付水準比　80／60

洋＝実験1の注参照

％

K

（単位＝O年（1987年）を100とする指数，％）

60　　　70　　　80　　　90　　　／00

　　　　　　　　　　　　　　1725

　　　　　　　　　　　　　　2229

　　　　　　　　　　　　　　　7．0

　　　　　　　　　　　　　　808．7

　　　　　　　　　　　　　　工675

　　　　　　　　　　　　　　　5，6

　　　　　　　　　　　　　　34，5

　　　　　　　　　　　　　　21．7

　　　　　　　　　　　　　　工7，4

　　　　　　　　　　　　　　／信．／

　　　　　　　　　　　　　　06，5

　　　　　　　　　　　　　　22，7

　　　　　　　　　　　　　　24．9

　　　　　　　　　　　　　　］．2，7

　　　　　　　　　　　　　　　9．7

　　　　　　　　　　　　　　　0

　　　　　　　　　　　　　　70．o

①
べ



〔表5］実験5：所得税による歳入調整（韓剛

変数＼年度

一人当たりGN　P

社会厚生

家計貯蓄率

有’勤労働力当たり

賃金

利子率

屡1民負担率

総租税負担率

租税構造　所得税

　　　　資本税

　　　　消費税

所得税率

保険料率

対GNP保険料比

対GNP年金基金比

対GN　P年金収支比

給付水準比　80／60

津＝実験1の注参照

％

K

（単位＝O年（1987年）をユOOとする指数，％）

0　　　　　　5　　　　　　10　　　　　ユ5　　　　　20　　　　　25　　　　　30　　　　　40　　　　　50　　　　　60　　　　　70　　　　　80　　　　　90　　　　100　　　　110　　　　ユ20

131．5

138，5

／5．0

131．9

123，6

14，4

19．1

王8，6

27．4

工6．4」

56．2

　8、ユ

　3，o

　O．5

　1．石

　o．6

　0

①oo



［裏6］実験1資本税による歳人調整（轍玉1〕

変数＼年度

一人当たりのGN　P

社会厚生

家計貯蓄率

有効労働力当たり

賃金

利子率

国民負担率

総租税負担．率

税税構造　所得税

　　　　資本税

　　　　消費税

資本税率

保険料率

対GNP保険料比

対GN　P年金基金比

対GN　P年金収支比

給付水準比　80／60

津＝実験1の注参照

％

K

（単位10年0987年）を100とする指数，％）

0　　　　5　　　　10　　　15　　　20　　　25　　　30　　　40　　　50　　　60　　　70　　　80　　　90　　　100　　　110

0，

o



峻7］実」験7＝高い技術進歩卒（．韓剛

変数＼年度

一人当たりのGNP

社会」宇＝生

家計貯蓄率　　　　　％

有効労働力半たり　　K

賃金

利子率　　　　　　％

∫司民負担率　　　　％

総租税負損率　　　　％

租税構造　所得税　　％

　　　　資本税　　％

　　　　消費税　　％

消費税率　　　　　％

保険料率　　　　　％

対G　N　P保険料比　　％

対GNP年金基金比　％

対GN　P年金収支比　％

給付水準比　80／60　％

注＝実験1の洋参照

（単位：O年（］987年）を100とする指数，％）

90　　　100　　　ユ10　　　120

｛O



［表8］実験呂＝最大貯蓄減少〔韓国）

変数＼年度

一人当たりのGNP

社会厚生

家≡十貝守…春率　　　　　　　　96

有効労働力当たり　　K

賃金

利子率　　　　％

1一珪1民負担率　　　　％

総税税負損率　　　　％

租税構造　所得税　　％

　　　資本税　％

　　　消費税　％

消費税率　　　　％

保険料率　　」　％

対GNP保険料比　　％

対GNP年金基金比　％

対GNP年金収支比　％

給付水準比　80／60％

注＝実験1の注参照

40　　50

423．4

596．9

430．0

396．9

8．3

2呂．4

23，8

15．9

工4．昌

69，3

27．畠

9．o

4．6

1ユ7．2

1，0

52．8

（判立＝O年（1987年）を100とする指数，％〕

1OO　　ユ10　　120

731，5　島1呂．0

109工　　1209

－1．9　　　　－O．7

94，7　　　　76．0

7！0．0　　　793，2

24，3　　2菖．0

32，5　　3／、7

2工．7　　2王．石

17，4　　17，5

19，2　　19，5

63，4　　　　63，0

17，7　　17，7

21．0　　1目．8

10，7　　10．ユ

17．昌　　　　工5．5

　0　　　0

9／－0　　82．9

べ
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［図5－2コ最大貯蓄減少の厚生効果

@　　　（o線：標準の実験1）
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［図5－5］資本課税の厚生効果

io線＝消費税率調整の実験2）
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最大貯蓄減少 一資本税率調整

［図5－31保険料率の早期調整の厚生動累

@　　　（O線＝標準の実験1）
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［図5－6］老人・子供への財政支出の増カロ

（O線：段階的引き上げの実験2）
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脳5一．41所得課税の厚生効果
io線：消費税率調整の実験2）
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